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一般職の職員の給与等について別紙第１のとおり報告し、併せて給与の改定に

ついて別紙第２のとおり勧告します。



別紙第１

報 告

本委員会は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の規定に基づき、職員の給与に関

する条例（昭和３２年大分県条例第３９号）及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平

成１５年大分県条例第４２号）の適用を受ける職員（以下「職員」という。）の給与及びその

決定に関係のある民間の給与、生計費その他の諸条件並びに公務運営上の諸課題等につい

て調査研究を行ってきたが、その概要を次のとおり報告する。

１ 職員の給与

本委員会が実施した「平成２９年職員給与等実態調査」の結果によれば、本年４月にお

ける職員数は１５，４５３人であり、その平均年齢は４４．２歳、性別構成比は男性６２．３％、女性

３７．７％、学歴別構成比は大学卒８４．３％、短大卒４．０％、高校卒１１．７％、中学卒０．０％と

なっている。このうち民間給与との比較を行っている行政職給料表適用職員の数は

４，２８２人であり、その平均年齢は４２．７歳、性別構成比は男性７１．３％、女性２８．７％、学歴

別構成比は大学卒７１．１％、短大卒５．３％、高校卒２３．６％となっている。

職員には、その従事する職務の種類に応じて行政職、研究職、医療職（一）、医療職

（二）、海事職、公安職、教育職（一）、教育職（二）及び特定任期付職員の９種類の給料

表が適用されているが、このうち行政職給料表適用職員の本年４月における平均給与月

額は３５７，２９６円となっており、高等学校及び小・中学校の教育職員、警察官等を含めた

職員全体では３８７，５２４円となっている。

（参考資料 １ 職員給与関係 参照）

２ 民間の給与

本委員会は、人事院等と共同して、企業規模５０人以上、かつ、事業所規模５０人以上の

県内の４２８の民間事業所のうちから、層化無作為抽出法によって抽出した１４６の事業所を

対象に「平成２９年職種別民間給与実態調査」を実施し、公務と類似すると認められる職

務に従事する５，１０４人について、本年４月分として個々の従業員に実際に支払われた給
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項 目
役職段階

ベースアップ実施 ベースアップ中止 ベースダウン
ベースアップの
慣行なし

係 員 ３０．６ ７．７ － ６１．７

課 長 級 ２７．７ ８．８ － ６３．５

表１ 民間における給与改定の状況
（単位：％）

（注）ベースアップ慣行の有無が不明及びベースアップの実施が未定の事業所を除いて集計した。

項 目

役職段階

定期昇給
制度あり

定期昇給
制度なし

定期昇給
実 施

定期昇給
中 止増額 減額 変化なし

係 員 ８７．５ ８７．５ ２４．０ ５．５ ５８．０ － １２．５

課 長 級 ７５．９ ７５．９ ２１．３ ４．３ ５０．３ － ２４．１

表２ 民間における定期昇給の状況
（単位：％）

（注）定期昇給の有無が不明、定期昇給の実施が未定及びベースアップと定期昇給を分離することができない事

業所を除いて集計した。

与月額等を実地に詳細に調査するとともに、民間事業所における直近１年間の特別給の

支給実績及び各民間企業における給与改定の状況等について調査した。

本年の職種別民間給与実態調査の主な調査結果は、次のとおりである。

⑴ 初任給の状況

新規学卒者（事務・技術関係）の採用を行った事業所は、大学卒で２２．４％、高校卒

で１８．５％となっており、初任給の平均額は、大学卒で１８６，７８８円、高校卒で１５３，４０７円

となっている。

⑵ 給与改定の状況

表１に示すとおり、民間事業所においては、一般の従業員（係員）について、ベー

スアップを実施した事業所の割合は３０．６％となっており、ベースアップを中止した事

業所の割合は７．７％となっている。

また、表２に示すとおり、一般の従業員（係員）について、定期に行われる昇給を

実施した事業所の割合は８７．５％となっている。昇給額については、昨年に比べて増額

となっている事業所の割合は２４．０％、減額となっている事業所の割合は５．５％となっ

ている。

（参考資料 ２ 民間給与関係 参照）

－２－



民 間 給 与
（Ａ）

職 員 給 与
（Ｂ）

較 差
（Ａ）－（Ｂ）

３６２，９１８円 ３６２，０６３円 ８５５円（０．２４％）

表３ 職員給与と民間給与との較差

（注）１ 民間における事務・技術関係職種の従業員の給与と行政職給料表適用職員の給与をラスパイレス方式

によって比較したものである。

２ 民間、職員ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。

平均所定内給与月額
下 半 期 （Ａ１） ３３６，０９９ 円

上 半 期 （Ａ２） ３３３，１７１

特 別 給 の 支 給 額
下 半 期 （Ｂ１） ７５３，９７１ 円

上 半 期 （Ｂ２） ７１３，３２４

特別給の支給割合

下 半 期 （Ｂ１）
（Ａ１）

上 半 期 （Ｂ２）
（Ａ２）

２．２４
月分

２．１４

４．３８
月分

年 間

表４ 民間における特別給の支給状況

（注） 下半期とは平成２８年８月から平成２９年１月まで、上半期とは同年２月から７月までの期間をいう。

備考 職員の場合、現行の年間支給月数は、４．３０月である。

３ 職員給与と民間給与との比較

⑴ 月例給

本年の職員給与等実態調査及び職種別民間給与実態調査の結果に基づき、職員にお

いては行政職給料表適用職員、民間においてはこれと類似すると認められる事務・技

術関係職種の従業員について、主な給与決定要素である役職段階、学歴、年齢を同じ

くする者同士の４月分の給与額を対比させ、精密に比較を行った。

その結果、表３に示すとおり、職員給与が民間給与を１人当たり平均８５５円

（０．２４％）下回っていた。

⑵ 特別給

本年の職種別民間給与実態調査の結果、昨年８月から本年７月までの１年間におい

て、民間事業所で支払われた特別給は、表４に示すとおり、年間で所定内給与月額の

４．３８月分に相当しており、職員の期末手当・勤勉手当の年間の平均支給月数（４．３０月）

が民間事業所の特別給を０．０８月分下回っていた。

－３－



４ 物価及び生計費

総務省の調査による本年４月の消費者物価指数は、昨年４月に比べ、全国では０．４％、

大分市では０．５％それぞれ上昇している。

また、本委員会が総務省による家計調査を基礎に算定した本年４月における大分市の

２人世帯、３人世帯及び４人世帯の標準生計費は、それぞれ１６７，１２０円、１８４，６５０円、

２０２，２１０円となっている。

（参考資料 ３ 生計費及び労働経済関係 参照）

５ 職員と国家公務員との比較

総務省の平成２８年地方公務員給与実態調査（平成２８年４月１日現在）によると、国家

公務員（行政職俸給表（一）の適用を受ける職員）の平均俸給月額を１００とし、これに

相当する県職員の職員構成を国の学歴別、経験年数別職員構成と同一であるものとして

算出した指数（ラスパイレス指数）は、９９．７となっている。

６ 人事院の報告及び勧告等の概要

人事院は、本年８月８日、国会及び内閣に対し、一般職の職員の給与に関する報告及

び勧告並びに公務員人事管理に関する報告を行った。その概要は、別記のとおりであ

る。

７ 給与の改定

職員の給与決定に関係のある基礎的諸条件は、以上のとおりである。

職員給与と民間給与の比較を行った結果、月例給については、前記のとおり、職員給

与が民間給与を１人当たり平均８５５円（０．２４％）下回っていた。また、特別給について

は、前記のとおり、職員の年間の平均支給月数が民間の年間支給割合を０．０８月分下回っ

ていた。

一方、人事院においては、本年の民間給与との較差に基づき国家公務員の月例給を引

き上げるとともに特別給の支給月数を引き上げるよう勧告しており、他の都道府県にお

いては、民間給与との較差並びに人事院の報告及び勧告等を考慮して対応することが考

えられる。

本委員会は、職員の給与について、地方公務員法の趣旨を踏まえ、国及び他の地方公
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共団体の職員の給与、民間の給与、その他の事情を考慮して報告及び勧告を行ってお

り、本年も例年と同様に、これらの諸情勢を総合的に勘案し、職員の給与について次の

とおり所要の改定を行う必要があると判断した。

⑴ 月例給

ア 給料表

現行の給料表（教育職給料表（一）及び教育職給料表（二）を除く。）については、

俸給表の改定に関する人事院勧告に準じて、初任給を１，０００円程度引き上げる等の

若年層に重点を置いた引上げ改定を行う必要がある。

現行の教育職給料表（一）及び教育職給料表（二）については、行政職給料表との均

衡を基本に所要の改定を行う必要がある。

イ 諸手当

初任給調整手当については、人事院勧告に準じて所要の改定を行う必要がある。

扶養手当については、平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間の経過措

置額を見直す必要がある。

月例給の改定については、以上のとおりである。

本年は、本県の民間給与との較差が人事院の官民の給与較差を上回ったことや、一

昨年、昨年に引き続き、人事院が俸給表の改定に加え、地方公務員には支給されない

手当の引上げによって官民の給与較差を解消する勧告を行ったことなどから、俸給表

の改定に関する人事院勧告に準じて給料表を改定しただけでは、民間給与との較差が

なお残ることとなる。このことについて、地方公務員法の趣旨を踏まえ、慎重に検討

を行った。

本県においては、多くの高齢層職員が、国家公務員の俸給表水準の引下げに準じて

平成２７年４月に実施された給料表水準の引下げに伴う経過措置額を支給されており、

給料表の引上げ改定を行っても実際に支給される額は増加しない状況にある。一方、

扶養手当については、本年４月から制度の見直しに伴う段階的な経過措置が実施され

ており、当該手当を受給している職員の多くに経過措置額が支給されている状況にあ

る。さらに、この扶養手当の経過措置額が支給されている職員は幅広い年齢層に在職

している。

これらの状況を踏まえ、本委員会としては、給料表の改定に加え、扶養手当の経過

措置額を見直すことが適当と判断したところである。
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⑵ 期末手当・勤勉手当

期末手当・勤勉手当については、民間の特別給の年間支給割合との均衡を図るた

め、人事院勧告に準じて、支給月数を０．１月分引き上げ、４．４０月分とする必要がある。

また、支給月数の引上げ分は、民間の特別給の支給状況等を踏まえ、人事院勧告に

準じて勤勉手当に配分することとし、本年度については１２月期の勤勉手当に、平成３０

年度以降においては６月期及び１２月期の勤勉手当が均等になるように配分する必要が

ある。

なお、再任用職員の勤勉手当並びに特定任期付職員及び任期付研究員の期末手当に

ついても、同様に支給月数を引き上げる必要がある。

⑶ その他の事項

教員の給与については、本年度の義務教育費国庫負担金の予算において、メリハリ

ある給与体系の推進や部活動指導に対する教員の負担の実態等を考慮し、休養日の設

定など部活動運営の適正化に向けた取組を進めつつ、土日の部活動指導業務に係る手

当を引き上げるなど教員特殊業務手当の見直し行っている。このような諸情勢を踏ま

え、教員給与については他の都道府県との均衡が図られるよう、適切に対処する必要

がある。

住居手当については、人事院が民間における住宅手当の支給状況等を踏まえ必要な

検討を行っていくとしていることから、その状況を注視していく必要がある。

８ 公務運営の改善に関する課題

地方公共団体には、持てる人的資源を活かし、高度化・多様化する行政ニーズに迅速

かつ的確に対応していくことが求められている。

また、行政サービスの質を維持・向上させるには、長時間労働の是正、ワーク・ライ

フ・バランスの推進等の働き方改革によって、人材の確保とともに、全ての職員が十分

に能力発揮できるようにすることが極めて重要となる。

このような中、任命権者においては、公務運営の改善に関する課題について解決に向

けた取組を進めるとともに、採用から退職に至るまでの人事管理全般の在り方につい

て、中・長期的な視点を踏まえて検討を行うことが肝要である。
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⑴ 能力・実績に基づく人事管理の推進

能力及び実績に基づく人事管理の徹底を図るため、昨年４月に改正地方公務員法が

施行され、本県においても、人事評価制度を導入し、その結果を任用、給与、分限そ

の他の人事管理の基礎として活用している。

任命権者においては、職員一人ひとりの能力や職務上の成果を所属長等評価者との

面談等を通じて客観的かつ公正・公平に評価し、その結果を任用や給与などに反映さ

せることで、職員の能力と意欲を高めるとともに組織力の向上を図ることが重要であ

る。そのためには、評価者研修の充実などにより、客観的で公平性や透明性が高く、

納得性のある人事評価制度の確立に向けて引き続き努力していく必要がある。

特に、育児・介護に係る休暇・休業等の取得、時差通勤、テレワークなど多様で柔

軟な働き方が普及する中、職員の勤務時間の長短にとらわれず、業務の遂行状況等を

より一層適切に把握し、能力・実績を適正に評価していくことが求められる。

なお、本委員会としても引き続き任命権者における取組や運用の状況を注視してい

く。

⑵ 人材の確保と活用

ア 多様で有為な人材の確保

高度化・多様化する行政ニーズに的確に対応し、質の高い行政サービスを提供す

るためには、公務員としての優れた資質や高い能力を有する多様で有為な人材の確

保が重要である。

しかしながら、若年人口の減少、民間企業の採用拡大、国や他の地方公共団体と

の競合などにより、技術系職種を中心に人材の確保は極めて厳しい状況が続いてい

る。特に数年にわたり採用予定者数を確保できていない獣医師については、任命権

者において確保策を更に検討する必要がある。

本委員会では、任命権者と連携して県職員採用募集ガイダンスや県内外の大学訪

問等を充実させ、大分県職員として働くことの魅力や働きがいを広く伝えることに

より受験者の確保に努めるとともに、多様で有為な人材の確保に向けて、更に人物

重視の採用試験の実施にも取り組んでいるところである。

引き続き、優れた資質・能力を持った人材を幅広く積極的に確保するため、採用

試験の見直しなどに取り組んでいく。
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イ 政策県庁を担う人材の育成

本県では、平成２７年１０月に策定した長期総合計画「安心・活力・発展プラン

２０１５」に掲げる政策の実現を下支えするために、「大分県行財政アクションプ

ラン」を策定し、組織・機構の見直しや人材の育成・活用などに取り組んでいる。

任命権者においては、引き続き、職員の自己啓発を促すとともに、職場における

職務を通じた研修（ＯＪＴ）や大分県自治人材育成センター等が行う職場を離れて

の研修（Ｏｆｆ－ＪＴ）を通じた職員の育成に努めていくことが必要である。さら

に、人事評価制度を活用し、職員一人ひとりの特性や知識・技能等の習熟状況等に

応じたきめ細かな指導が行われるよう、管理監督者に人材育成における自らの責務

や役割を認識させるとともに、職員が意欲と志を持って職務に従事し高い成果を挙

げられるよう、各職員の能力開発や専門性の向上を図っていくことが必要である。

職員においても、自らの職務行動を振り返り、専門能力等の職務能力の向上に主

体的・自発的に取り組むことが重要となってきている。

ウ 女性職員のキャリア形成・登用

職員に占める女性職員の割合が年々増加傾向にある中、昨年３月に「大分県女性

職員活躍推進行動計画」が策定され、任命権者においては管理職の女性割合の引上

げなどを目標に掲げて、人材育成、人事配置・登用、働きやすい職場環境づくりな

ど、女性の活躍推進に向けた取組を行っている。

今後も、計画に沿って、引き続き女性職員が活躍できる環境整備に努めるととも

に、あらゆる分野で自らの持てる能力を十分発揮できるよう、女性職員のキャリア

形成・登用を更に積極的に行い、県の施策・方針決定過程への参画をより一層促進

する必要がある。

⑶ 働き方改革と勤務環境の整備

少子高齢化という構造的な問題を背景に、女性や高齢者を含め誰もが活躍できる社

会を実現するため、長時間労働の是正を始めとした働き方改革が、社会全体の重要課

題となっている。本県においても、行政需要が複雑・高度化する中、限られた職員数

で課題に的確かつ効率的に対応するため、全ての職員がそれぞれの能力や経験等を十

分に発揮して活躍できるよう働き方の見直しを進めることが重要である。

育児・介護等の事情により、働き方に時間的制約を抱える職員が増えることが見込
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まれることなどから、効率的な業務運営やワーク・ライフ・バランスに資する取組を

行った職員を適切に評価するなど、業績や業務の改善・効率化を重視する職場環境を

実現していくことが必要である。

ア 長時間労働の是正

長時間労働の是正は、職員の健康保持や仕事と家庭生活の両立に加え、意欲を

持って生き生きと働くことのできる職場とするため、最も重要な課題であり、本委

員会としても毎年の報告で繰り返し指摘している。

時間外勤務の縮減については、任命権者や所属などにおいて従来から取り組んで

いる超勤縮減宣言の策定などに加え、新たにＩＣＴを活用したモバイルワークの推

進や学校部活動の休養日の確保など、これまで以上に縮減に向けた取組が実施され

ているところである。

厚生労働省においては、本年１月から違法な長時間労働等に係る企業本社に対す

る指導や是正指導段階での企業名公表制度の強化などに取り組み、経営トップが自

ら率先して長時間労働の早期是正に向けた全社的な取組を行うよう指導しており、

民間企業においても是正に向け積極的に取り組んでいる。長時間労働の是正の重要

性はかつてなく高まっており、従前の取組にとどまらない、より実効性ある取組を

推進していくことが強く求められている。

任命権者においては、組織全体として業務量削減や事務事業の見直しに取り組ん

だ上で、業務量に応じた適正な職員配置に努めるとともに、時間外勤務に対する意

識改革を含めた業務の合理化・効率化を、強い取組姿勢を持って行うことが必要で

ある。

管理監督者においては、改めて自らの責務を自覚した上で、職員の勤務時間の実

態や業務量等を的確に把握し、特定の職員に過度の負担がかからないよう負担の平

準化に努めることが必要である。また、所属長のリーダーシップにより時間外勤務

を大幅に削減した所属もあることから、廃止を含めた業務の見直し及び効率化、職

場のコミュニケーションの活性化等職場におけるマネジメントを強化し、リーダー

シップを発揮して時間外勤務の縮減に取り組むことが必要である。併せて、年次有

給休暇等を取得しやすい職場の雰囲気づくりにも努める必要がある。

職員においては、健康や労働意欲を維持し、勤務時間に対するコスト意識を持っ

て計画的な時間配分に努めるとともに、効率的・効果的な業務遂行が求められる。
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今後ともそれぞれが、主体的に時間外勤務を縮減する意識を持つとともに、その

実現に一丸となって不断の努力をしていくことが重要である。

また、年次有給休暇については、全職種の平均取得日数が平成２７年の１０日５時間

から昨年は１１日０時間となった。任命権者においては、学校閉庁日の設定など年次

有給休暇の取得しやすい環境をより一層整備し、引き続き休日や夏季における特別

休暇等と組み合わせた計画的・連続的使用の促進に努める必要がある。

イ 学校現場における教職員の負担軽減

学校現場を取り巻く環境が複雑化・多様化し、学校に求められる役割が拡大する

中、本年６月の文部科学省の通知では、教員の長時間勤務について看過できない深

刻な状況が改めて明らかとなったとしている。

また、同通知では、教員の長時間勤務を見直すことで、教員が自らを研鑽できる

機会を持ち、意欲と能力を最大限発揮して教員自身が誇りを持って働くことができ

るようになるとともに、ひいては学校教育の質の向上につながるよう学校現場の業

務改善に係る取組の徹底も求めている。

現在、国では学校における働き方改革に関する総合的な方策について検討してい

るところであり、本県においても、国の動向等を注視し、市町村教育委員会とも連

携しながら、教職員の負担軽減に積極的に取り組んでいく必要がある。

ウ 仕事と家庭の両立支援

女性、男性を問わず、育児・介護を行う職員が仕事と家庭の両立を図ることがで

きるよう、職場全体で支援していくことは、ワーク・ライフ・バランスや少子化対

策の推進、女性の活躍推進の観点から重要な取組である。

本県においても、これまでに育児休業や部分休業制度、育児短時間勤務制度、介

護休暇制度等、両立支援に係る制度が導入されてきたところである。

一方で、「大分県特定事業主行動計画（第３期）」において、男性職員の育児休業

等の取得率を１００％にすることを目標に取り組んでいるところであるが、本県の昨

年度における育児休業等の取得率は、女性職員が１００％であるのに対して、男性職

員は、知事部局等で７３．７％、教育委員会で７０．０％、警察本部で７２．１％となってお

り、取得率は大幅に上昇しているが目標には及んでいない。

任命権者においては、この行動計画に基づき、所属長のマネジメントの下、子育

てをしやすい職場環境を整えるための取組を実施しているところであるが、家庭に
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おける男女の役割分担に関する意識を変え、女性の活躍を推進する観点からも、目

標達成に向けて引き続き積極的に取り組む必要がある。

育児・介護のための両立支援策が、職員にとって利用しやすく、効果的に活用さ

れるためには、職員全員がワーク・ライフ・バランスの大切さを認識し、その推進

に取り組むことが重要であり、任命権者においては、職員全員の意識啓発を図りな

がら、職場全体で支援する勤務環境づくりに更に努めることが必要である。

エ 非常勤職員等の勤務環境の整備

行政需要の多様化等に対応し、公務の能率的かつ適正な運営を推進するため、本

県では臨時的任用職員、非常勤職員及び任期付職員を任用している。そのような

中、地方公務員の非常勤職員について、「会計年度任用職員」制度を整備し、任用・

服務の適正化と期末手当を支給可能とすることを一体的に進めるための地方公務員

法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２９号）が本年５月に公布

され、平成３２年４月に施行されることとなっている。

任命権者においては、本年４月に、特別職に位置づけてきた非常勤職員のうち、

職務の内容が補助的・定型的であったり、労働者性の高い職にあっては、一般職へ

とその位置づけを変更したところである。今後とも、国、他の都道府県の動向など

にも留意しつつ、改正法の趣旨を踏まえ、非常勤職員等が十分に能力を発揮できる

よう適正な任用・勤務条件等を確保する必要がある。

⑷ 職員の健康管理

職員が心身ともに健康であることは、職員本人やその家族にとって大切なことであ

り、公務において職員が持てる能力を十分に発揮するためにも重要である。任命権者

においては、定期健康診断後の事後指導、ストレス診断システムやカウンセリング相

談など様々な健康管理対策に取り組んでいるところである。近年は有所見者（「要経

過観察」以上）率が高い５０歳台の職員の割合が増加していることに加え、年金支給開

始年齢の引上げにより６０歳台の再任用職員が増加しており、職員の健康管理がますま

す重要になっている。

学校現場では様々な心の健康管理対策により、精神疾患による病気休職者について

は、５年前の平成２４年４月の５３名から本年４月の２７名へと減少している。引き続き、

任命権者においては、心の問題が生じる要因の調査・分析に基づき、職員のストレス
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に対処する能力の向上、管理監督者による支援体制の強化、相談窓口の多様化等を図

り、重層的に予防・早期発見・早期対応ができる環境を整えていくとともに、円滑な

職場復帰と再発防止の観点から職員を支援することが必要である。

また、長時間の時間外勤務により、心身の疲労が蓄積し、職員の身体のみならず心

の健康にも害を及ぼすことが懸念される。任命権者においては、本年１月に厚生労働

省が定めたガイドラインに基づき適切な方法により職員の勤務実態を把握し、やむを

得ず長時間勤務を行った者に対して産業医による面談など適切な措置を講じる必要が

ある。特に、本年発生した九州北部豪雨や台風１８号などの災害対応業務に従事する職

員については、長時間勤務となることが想定されるため、十分な配慮が必要である。

なお、職員の疲労蓄積を防止するための勤務時間制度の弾力化については、職員の健

康確保や柔軟な働き方の観点から、国や他の都道府県における検討状況に留意する必

要がある。

また、衛生委員会等を活用し、労働災害の防止のみならず、長時間労働や健康管理

対策、職場環境等を含めて幅広く議論することで、職員一人ひとりの意識を高め、快

適な職場環境の実現と職場における職員の安全や健康の確保に努める必要がある。

⑸ ハラスメントの防止

パワー・ハラスメント等のハラスメントは、職場内秩序を乱し、業務運営に支障を

生じさせる要因となり得るだけでなく、職員の人格や尊厳を傷つける行為であり、職

員の勤務環境や健康が害される原因となるものである。

任命権者においては、研修等を通じたハラスメント防止に関する意識啓発やきめ細

かな相談対応など、引き続き発生防止と排除のための取組を進め、良好な勤務環境の

確保に努めていく必要がある。

また、性的指向や性自認をからかいの対象とする言動等についてもセクシュアル・

ハラスメントに当たることから、研修会等の機会を活用するなどして職員に対して周

知を図っていく必要がある。

⑹ 公務員倫理の保持

県民中心の県政を推進する上では、県民の信頼を確保することが最も重要であり、

職員は、常に公務員としての自覚と節度を保ちつつ、勤務時間の内外を問わず、信用

を失墜することのないように自戒する必要がある。
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任命権者においては、不祥事の根絶に向けて、引き続き、職場での指導や研修など

を通じて職員への法令遵守及び服務規律の徹底を図る必要がある。

また、職員においては、県職員であることを常に自覚し、県民全体の奉仕者とし

て、高い倫理観・使命感を保持するとともに、厳正な服務規律の下で、公務の公正か

つ効率的な執行に努め、県民の信頼と期待に応えていくことが肝要である。

⑺ 高齢層職員の能力及び経験の活用

平成２５年４月から年金支給開始年齢の段階的な引上げが始まり、６０歳定年制度のま

までは、定年退職後、公的年金が支給されず、無収入となる期間が生ずることとなっ

た。そのため、国家公務員については、平成２５年３月の閣議決定により、当面、再任

用制度の仕組みを活用し、年金支給開始年齢に達するまで希望者を再任用するものと

され、昨年４月からの年金支給開始年齢の６２歳への引上げに当たっても、引き続き再

任用により対応することとされている。

本県においても、国家公務員と同様に再任用制度の仕組みを活用しているところで

あるが、年金支給開始年齢が６２歳に引き上げられたことにより、再任用の希望者が一

段と増加しており、在職期間も長期化している。

任命権者においては、引き続き、本県におけるこれまでの再任用の状況を検証しな

がら、再任用職員の職域開拓を一層進めるとともに、職員が働きがいを実感でき、長

年培ってきた能力と経験を十分に発揮できる人事管理及び再任用制度となるよう取り

組む必要がある。また、国では定年の引上げについて具体的な検討を進めていること

から、その動向について注視するとともに、組織活力を維持するための方策について

検討を進める必要がある。

９ 給与勧告実施の要請

人事委員会の給与勧告制度は、労働基本権が制約されている職員の適正な処遇を確保

することを目的とするものであり、地方公務員法に定める情勢適応の原則や均衡の原則

に則ったものとして、長年の経緯を経て職員給与の決定方式として定着している。

職員の使命は、県民の期待と信頼に応えることであり、常日頃の業務に真摯に取り組

むことはもちろんのこと、特に災害などの不測の事態が生じることの多い昨今は、一層

の熱意や使命感を持って、迅速かつ的確に対応することが求められている。
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このような中、平成２８年熊本地震に引き続き、本年の九州北部豪雨及び台風１８号によ

る災害においても、多くの職員が、発生直後の応急対応業務から被災者の生活再建や復

興に向けた中・長期的な災害対応業務に至るまで、日々、精力的に従事しているところ

である。

また、職員は、常日頃から県民中心の県政の基本に立った「安心・活力・発展」の大

分県づくりを更に推進するため、長期総合計画「安心・活力・発展プラン２０１５」（平

成２７年１０月策定）の着実な実行に尽力するなど、それぞれの職場において、高い士気を

持って困難な諸課題に粘り強く取り組んでいる。

人事委員会の勧告を通じて、職務に精励している職員に適正な給与を支給すること

は、職員の努力や実績に報いるとともに、人材確保にも資するものであり、組織活力の

向上、労使関係の安定等を通じて、行政の効率的、安定的な運営に寄与するものであ

る。

議会及び知事におかれては、このような人事委員会勧告制度の意義や役割に深い理解

を示され、別紙第２の勧告どおり実施されるよう要請する。
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別記

人事院の報告及び勧告の概要

【職員の給与に関する報告及び勧告】

○ 本年の給与勧告のポイント

月例給、ボーナスともに引上げ

① 民間給与との較差（０．１５％）を埋めるため、俸給表の水準を引き上げるとともに、給与制度

の総合的見直しにおける本府省業務調整手当の手当額を引上げ

② ボーナスを引上げ（０．１月分）、民間の支給状況等を踏まえ勤勉手当に配分

給与制度の総合的見直し

① 本府省業務調整手当の手当額を引上げ

② 経過措置の廃止等に伴って生ずる原資を用いて、若年層を中心に、平成２７年１月１日に抑制

された昇給を回復

Ⅰ 給与勧告制度の基本的考え方

（給与勧告の意義と役割）

・ 国家公務員給与は、社会一般の情勢に適応するように国会が随時変更することができる。その

変更に関し必要な勧告・報告を行うことは、国家公務員法に定められた人事院の責務

・ 勧告は、労働基本権制約の代償措置として、国家公務員に対し適正な給与を確保する機能を有

するものであり、能率的な行政運営を維持する上での基盤

・ 公務には市場の抑制力という給与決定上の制約がないことから、給与水準は、経済・雇用情勢

等を反映して労使交渉等によって決定される民間の給与水準に準拠して定めることが最も合理的

（現行の民間給与との比較方法等）

・ 公務と民間企業の給与比較は、単純な平均値ではなく、役職段階、勤務地域、学歴、年齢等の

給与決定要素を合わせて比較することが適当

・ 企業規模５０人以上の多くの民間企業は部長、課長、係長等の役職段階を有しており、公務と同

種・同等の者同士による給与比較が可能。さらに、現行の調査対象事業所数であれば、実地によ

る精緻な調査が可能であり、調査の精確性を維持

Ⅱ 民間給与との較差に基づく給与改定

１ 民間給与との比較

約１２，４００民間事業所の約５３万人の個人別給与を実地調査（完了率８７．８％）

〈月例給〉 公務と民間の４月分の給与額を比較

○民間給与との較差 ６３１円 ０．１５％〔行政職（一）…現行給与４１０，７１９円 平均年齢４３．６歳〕

〔俸給４５６円 本府省業務調整手当１１９円 はね返り分（注）５６円〕

（注）俸給等の改定に伴い諸手当の額が増減する分

〈ボーナス〉 昨年８月から本年７月までの直近１年間の民間の支給実績（支給割合）と公務の年

間の支給月数を比較

○民間の支給割合 ４．４２月（公務の支給月数 ４．３０月）
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６月期 １２月期

２９年度 期末手当

勤勉手当

１．２２５月（支給済み）

０．８５ 月（支給済み）

１．３７５月（改定なし）

０．９５ 月（現行０．８５月）

３０年度 期末手当

以降 勤勉手当

１．２２５月

０．９０ 月

１．３７５月

０．９０ 月

２ 給与改定の内容と考え方

〈月例給〉

⑴ 俸給表

① 行政職俸給表（一）

民間の初任給との間に差があること等を踏まえ、総合職試験、一般職試験（大卒程度）及

び一般職試験（高卒者）採用職員の初任給を１，０００円引上げ。若年層についても同程度の改

定。その他は、それぞれ４００円の引上げを基本に改定（平均改定率０．２％）

② その他の俸給表

行政職俸給表（一）との均衡を基本に改定（指定職俸給表は改定なし）

⑵ 本府省業務調整手当

給与制度の総合的見直しを円滑に進める観点から、係長級の手当額を９００円、係員級の手当

額を６００円引上げ

⑶ 初任給調整手当

医療職俸給表（一）の改定状況を勘案し、医師の処遇を確保する観点から、所要の改定

〈ボーナス〉

民間の支給割合に見合うよう引上げ ４．３０月分→４．４０月分

民間の支給状況等を踏まえ、勤務実績に応じた給与を推進するため、引上げ分を勤勉手当に配分

（一般の職員の場合の支給月数）

［実施時期］

・月例給：平成２９年４月１日

・ボーナス：法律の公布日

Ⅲ 給与制度の総合的見直し等

１ 給与制度の総合的見直し

・ 国家公務員給与における諸課題に対応するため、平成２６年の勧告時において、地域間の給与配

分、世代間の給与配分及び職務や勤務実績に応じた給与配分の見直しを行うこととし、平成２７年

４月から３年間で、俸給表や諸手当の在り方を含めた給与制度の総合的見直しを実施

＊ ５５歳を超える職員（行政職俸給表（一）６級相当以上）の俸給等の１．５％減額支給措置及び

俸給表水準の引下げの際の経過措置については、平成３０年３月３１日をもって廃止

・ 平成３０年度は、本府省業務調整手当の手当額について、係長級は基準となる俸給月額の６％相

当額に、係員級は同４％相当額にそれぞれ引上げ

・ 経過措置の廃止等に伴って生ずる原資の残余分を用いて、若年層を中心に、平成２７年１月１日

に抑制された昇給を回復することとし、平成３０年４月１日において３７歳に満たない職員の号俸を

同日に１号俸上位に調整
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２ その他

⑴ 住居手当

受給者の増加の動向を注視しつつ、職員の家賃負担の状況、民間の支給状況等を踏まえ、必要

な検討

⑵ 再任用職員の給与

再任用職員の給与の在り方について、各府省における円滑な人事管理を図る観点から、民間企

業の再雇用者の給与の動向、各府省における再任用制度の運用状況等を踏まえつつ、定年の引上

げに向けた具体的な検討との整合性にも留意しながら、引き続き、必要な検討

⑶ 非常勤職員の給与

本年７月、勤勉手当に相当する給与の支給に努めることなど、非常勤職員の給与に関する指針

を改正。早期に改正内容に沿った処遇の改善が行われるよう、各府省を指導

【公務員人事管理に関する報告】

働き方改革などにより、有為の人材を確保し、全ての職員の十全な能力発揮を可能とする魅力ある職

場を実現することは、公務が行政ニーズに応えていくための基盤。職員意識調査の結果も踏まえ、国民

の理解を得つつ、活力ある公務組織を維持できるよう、引き続き中・長期的な視点も踏まえた総合的な

取組を推進

１ 人材の確保及び育成

⑴ 多様な有為の人材の確保

民間の多様な取組の動向も注視し、公務の魅力を大学関係者等を含め広く具体的に発信すること

が重要。女性や地方の大学生、民間人材など対象に応じたきめ細かな人材確保策を各府省と連携し

展開

⑵ 能力・実績に基づく人事管理の推進

人事評価制度は公務職場に定着。今後、長時間労働の是正や多様で柔軟な働き方の推進を踏まえ

た適正な評価が必要。引き続き人事評価結果の任免・給与等への活用、苦情の解決を適切に推進

⑶ 人材育成

能力開発の方向性等につき職員とのコミュニケーションが重要。本院は、マネジメント研修、

キャリア形成・女性登用拡大に資する研修、中途採用者向け研修を充実強化

２ 働き方改革と勤務環境の整備

⑴ 長時間労働の是正の取組

超過勤務予定の事前確認等の徹底など職場におけるマネジメントの強化、府省のトップが先頭に

立って組織全体として業務の削減・合理化に取り組むことなどが必要。本院としても、官民の参考

事例の収集・提供等により、各府省の取組を支援

⑵ 長時間労働の是正のための制度等の検討

各府省の取組や上限規制に係る民間法制の議論等を踏まえ、各府省や職員団体等の意見を聴きな

がら実効性ある措置を検討。また、超過勤務の多い職員の健康への更なる配慮として必要な措置を

検討
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⑶ 仕事と家庭の両立支援の促進等

指針の改正による両立支援の促進、フレックスタイム制の活用促進、ハラスメント防止対策・心

の健康づくりの推進

⑷ 非常勤職員の勤務環境の整備

非常勤職員の給与については、本年７月に指針を改正したところであり、引き続き、指針の内容

に沿った処遇が行われるよう、各府省を指導。また、民間における同一労働同一賃金の議論を踏ま

え、慶弔に係る休暇等について検討

３ 高齢層職員の能力及び経験の活用

質の高い行政サービスを維持するには、高齢層職員を戦力としてその能力及び経験を本格的に活用

することが不可欠。このためには採用から退職までの人事管理の一体性・連続性が確保され、職員の

意欲と能力に応じた配置・処遇も可能となることから定年の引上げが適当。その際、組織活力の維持

のための方策について政府全体で検討を進めることが必要。本院は、定年の引上げに係る人事管理諸

制度の見直しについて、平成23年の意見の申出以降の諸状況の変化も踏まえ、論点整理を行うなど鋭

意検討
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